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i Abstract i 

The production of CFC. which destroys an ozone layer. was abolished by the end of 1995 in the advanced 

countries. However. the equipment that contains CFC is still in operation. Thus. recovering CFC from the 

equipment becomes a significant issue for the protection of the ozone layer 

On the other hand. global warming potential of CFC per kg is about 4000 to 12000 times as large as CO2 

Moreover. with regard to HCFC and HFC which are alternatives to CFC. global warming potential is about 500 to 

3000 times as large as CO2. Thus. recovering fluorocarbons become important measures for the abatement of 

global warming. 

In this paper. authors estimated the fluorocarbons emissions in the future. and it was found that fluorocarbons 

i emissions from the equipment in focus will reach approximately 3 to 7% of CO2 emissions in 1990. 
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1. はじめに

1974年にCalifornia大学のMolinaらにより chloro-

fluorocarbon（以ドCFCと略記）によるオゾン｝界の破壊が

初めて指摘＂され，それ以降，国際的な協力により先進国

においてCFCの生廂は1995年末までに全廃された． しか

し，既設のCFC使J-|j機器は現在もなお稼働しているため，

これらの機器中に允禎されたCFCを1111収し，適止な処即

をおこなうことが，オゾン！i4保設のための直要な課題とな

る．

-）j, CFC は 1kg当りの温暖化効呆がco~よりも約4000

~ 12000倍とは るかに大きい''"'.また， hydrochloro-

fluorocarbon（以ドHCFCと略記）やオゾン陪を破壊しな

いhydrofluorocarbon（以下HFCと略記）などの代杯物質

も，温暖化効呆がco~ より約500~3000倍である ． したが

って，フルオロカ ーボン類の回収は温暖化抑制のために も

直要な対策となる．

そこで，本研究ではフルオロカ ーボン類の将来の廃菜屈

をf測し，その廃梨による温暖化への影評を分析する．ま

た，それらの回収，辿搬および破壊処迎によるCOAJl:,'I',｝l:
を考慮して，回収・処理による温暖化抑制対策としての効
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呆を検討する ．

2.評価対象機器の設定とその分析方法

2.1 評価対象機器の設定

フルオロカーボン類は冷媒用・断熱材）IJ.発泡剤f|j•洗

浄）Ilおよびエアゾール）IJなど様々な川途に使用されてい

る．そこで， 1985年から1998年までの時系列データ 2512(；1271

をみると， 1991年頃までは冷媒，エアゾール，発泡剤（断

熱材を含む），洗浄剤の出術砿の比率はおよそ20: 5 : 25: 

50であったが， CFCの代替対策が辿められると同時に洗

浄剤の川途が急速に減少したため，現在の出冊比率はおよ

そ60: 5 : 25 : 10と冷媒川の比率が大きく拡大している ．

そこで本研究では，冷媒川に使）llしている機器に限定し，

表 1のものを評価対象とする．

表 1 評価対象の機器の設定

評価対象 分類 詳細

冷蔵Iilt 冷蔵廊 家庭用冷蔵屯

エアコン カーエアコン 乗用車 トラックパス

ルームエアコン 小型ルームエアコン

中 大型ルームエアコン

パッケージェアコン

大型冷凍空調慨器類 遠心式冷i東機

チリングユニ・ノト
菜務用 コンデンシングユニット頚 翰送用冷凍冷祓ユニット

冷棟空調 コンデンシングユニット
機器 冷凍冶祓ユニ・ノト

一体型ショーケースJ:ii 内蔵型冷凍冷蔵ショーケース

別骰型冷i東冷蔵ショーケース

業務用冷凍/,JI.製氷機，冷水機

販売機 自動販売横 飲科用自動販売機

その他 除湿機 除湿機

(1999年 6月9-1011 第18回研究発表会にて発表）
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ただし，これら対象

であり， 1985年から1

50％に相当する．その他

船舶用冷凍機，その他

空調機器などに使用さ

などのデータの入手が

とする．

また，京都議定書に

perfluorocarbon (PF 

物質に指定されたが，

いるため，ここでの検

2.2 分析方法

2.2.1 新規出荷台数の

各機器の出荷台数カ

(1)式に既存のデータを

新規出荷台数を予測す

五＝A（享a
X。 GDP。l

A;定数

x。,GDR。；分析

ただし，対象機器カ

以外の影押を受ける場

は対象機器に影響を与

是＝A［塁『［
2.2.2 廃棄量の予測方

各機器の残存率が，

ブル分布1' に従うもの

年の機器の T年におけ

し， mはワイプルのパ

器中の冷媒は冷媒用全体の一部分

18年までの冷媒用総出荷量の30~

にも，航空機およぴ列車用空調機，

殊大型施設の冷凍冷蔵機器および

ているが出荷台数や冷媒充填量

難なため，ここでの検討の対象外

；いて，フルオロカーボン類のうち

）も温室効果ガスとして削減対象

研究では冷媒を分析の対象として

今の対象外とする．

；測方法

]内総生産の影響を受けると考え，

与えて回帰分析をおこなうことで，

＇・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (1) 

；所得弾性値

n年度のデータ

也の機器に代替されるなど， GDP

rは．（2)式を用いる．ここで， Y

．る機器の出荷最を表す．

I -l I p ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (21 

ミ

戸命分布としてよく用いられるワイ

すると， y年に出術された寿命T

）残存率は，（3)式で表せる．ただ

，メータとする．

ネルギー・資源

R [ r -y） ,II ］ (r -y) = exp -L(m)(-.... 
T 

(3) 

I 
ただし， L(m) = {f(l +-)}m ．．．． .... ............... (4) 

m 

ここで，ある機器について y年の出前量をSyとすると，

前に出荷された機

ただし， toを分析

T年度における総廃棄量Wrは， て年シ

器の T年時点での廃棄量の総和となる．

初年度とする．
r 

Wて＝ L{Syx {R(r-y)-R(r-, 

Y=（。

したがって，（5) 式に各機器の冷城

ることで，各機器からの冷媒の廃棄量

3. 分析に関する仮定の設定

升

力

-y)}}・・・ (5) 

填量を掛け合わせ

t求まる．

3.1 評価対象機器の基礎データの設'E6) 7) 20) 

各機器の平均寿命，冷媒充填量，屯

よびその移行比率を表 2および表 3I 

の条件のもとに設定した．

冷媒，代替冷媒お

ホす．ただし，下記

．冷媒充填鍵は同一製品でも能力や§量により異なるが，

値を用いる．各業界によって算出された代表的1

・カーエアコン，ルームエアコン，衣ト庭用冷蔵庫および自

荷台数からワイブ

の推計値が保有台

最小二乗法を用いて

機器については，保

平均寿命は文献51

動販売機の平均寿命は，現在まで6)

ル関数を用いて保有台数を推計し，

数の実データと最適に合うように，

平均寿命の値を決定する．その他（、

有台数の実データの入手が困難なt..,

を参考に設定する．

•初期冷媒から代替冷媒への移行比枠

定する．ただし， HCFCは先進国こ

全廃予定であるため，モントリオ←

よ文献5) を参考に仮

いて2020年までに

レ議定書の削減計画

表2 初期冷媒がCFCの機器に関する仮定

対象機器 寿命 充填批 初期冷媒 代替冷媒 代替への移行比率（初期：代替）
1年l [kg] 1992 1993 1994 1995 

家庭用冷蔵（冷媒） 13.3 015 CFC-12 HFC・134a 10:0 7:3 5:5 2:8 

家庭用冷蔵廂個i熱材） 13.3 0.6 CFC-11 HCFC-14lb 10:0 7:3 5:5 2:8 

乗用車用エアコン 11.9 0.75 CFC・12 HFC・134a 9:1 6:4 2:8 0:10 

トラックillエアコン 8.5 0.75 CFC・12 HFC-134a 9:1 6:4 2:8 0:10 

パス用エアコン 12.4 4.2 CFC-12 HFC-134a 9:1 6:4 2:8 0:10 
遠心式冷凍機 25 420 CFC・11 HCFC・123 10:0 8:2 7:3 0:10 
翰送用冷凍ユニット 6 3 R-502 HCFC-22 8:2 7:3 5:5 3:7 
翰送用i令蔵ユニット 7 2.7 CFC-12 HFC・134a 8:2 7:3 6:4 3:7 
半密閉型コンデンシングユニット JO 32 R-502 HCFC-22 10:0 4:6 0.10 0・10 
密閉型コンデンシングユニット 10 2.2 CFC・12 HCFC-22 10:0 5:5 3:7 2:8 

冷凍冷蔵ユニット（冷叫Ufl) 10 2 R-502 HCFC・22 10:0 10:0 3:7 0.10 
冷；東冷蔵ユニ •J 卜 (t令蔵fil) 10 2 CFC・12 HCFC・22 10•O 10:0 3:7 1:9 

内蔵型冷凍ショーケース IO l. 7 R-502 HCFC・22 10.0 3.7 2:8 1:9 
内蔵型冷城ショーケース 10 0.45 CFC・12 HCFC-22 10:0 7:3 5.5 3:7 

別骰型冷凍ショーケース 10 14.4 R-502 HCFC-22 10:0 3:7 2:8 1:9 
定務li]冷蔵91i 10 0.4 CFC・12 HFC・l糾 a 10.0 10:0 8:2 5:5 
製氷横 s 03 CFC・12 HCFC-22 100 8・2 っ”：ぅ― 0:10 
冷水機 IO 01 CFC・12 HFCl:｝ia IOO 7.3 5:5 2:8 
fl動阪•J,i:I笈 -、．r） 0.3 CFC・12 HCFC・22 10;0 7•3 ~·”::— , 2:8 

除湿披 8 0.1 CFC・12 HFC-13-la 10:0 i:3 っ-•:-） 2:8 

ii: 1）求庭Ill冷成1、I（は冷媒だけでな<.1lJi熱材も評価対象に含める．
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表3 初期冷媒がHCFCの機器に関する仮定

対象機器 寿命 充填砒

［年］ [kgl 
小型ルームエアコン 13.2 0.7 

中・大型ルームエアコン 12 0.83 

パッケージエアコン 10 5.4 

チリングユニット 15 30 

別箇型冷蔵ショーケース 10 7 

に間に合うように， 2000年以降，年間10％ずつ代替冷媒

へ移行すると仮定する．

ところで，将来的には新規冷媒にHFC系混合冷媒や非

フロン系冷媒が利用される可能性があるが，新規冷媒の候

補は未定なため，現在の冷媒が使用され続けると仮定して

分析をおこなう．

3.2 環境負荷データ21

フルオロカーボン類の環境負荷データを表4に示す．本

研究では，地球温暖化係数 (GlobalWarming Potential ; 

以下GWPと略記）は100年値を使用し，また，オゾン層破

壊係数 (OzoneDepletion Potential；以下ODPと略記）を

用いて，オゾン層破壊への影響量を計算する．

表 4 フルオロカーボン類の環境負荷データ

種類 地球温暖化係数 (GWP) オゾン破壊係数
20years l()()¥'ears 叫 ears (ODP) 

CFC・11 5000 4000 1400 1 
CFC・12 7900 8500 4200 1 
R•502 5300 5600 6900 0.344 

HCFC・22 4300 1700 520 0.055 
HCFC-14lb 1800 630 200 0.11 
HCFC・123 300 93 29 0.02 
HFG-134a 3400 1300 420 

゜R-410A 3400 1700 560 

゜
3.3 回帰分析における条件の設定8)9) 10) 11) 12) 13) 14) 24) 

各機器の新規出荷台数を回帰分析により予測する際，次

の仮定のもとで分析をおこなう．

a.乗用車， トラック，バスは，新車登録台数と新規出荷

台数を同様とし，新車登録台数を用いる．また，エア

コン搭載率を100％と仮定する．

b. トラックおよびバスは， 1991年頃から保有台数が一定

する傾向にあるため，過去5年間の平均値をとり，そ

の値を保つように新規出荷台数を求める．

C. 遠心式冷凍機およびチリングユニットは，フルオロカ

ーボン類を使用しない吸収式冷凍機の増加に伴ない出

荷台数が減少するため，吸収式冷凍機の出荷台数を説

明変数に加える．

d.パッケージエアコンは，設置の自由度が大きいが，メ

ンテナンスの不便さやビル空調設備の一体化により出

荷台数が1990年以降減少するため，吸収式冷凍機の出

荷台数を説明変数に加える．

e. コンデンシングユニットは，冷凍冷蔵ユニットや別置

型冷凍冷蔵ショーケースなどと同時に使用される．そ

こで，回帰分析で高い相関が得られた冷凍冷蔵ユニッ

初期冷媒 代替冷媒 代替への移行比率

HCFC・22 R410A 

HCFC・22 R410A 2000年以降、年間 10％ずつ

HCFC・22 R410A 代替冷媒^ 名材予する

HCFC-22 HFC系

HCFC・22 HFC系

注）「HFC系」とは．「HFC・l34aJと仮定する．
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トの出荷台数を説明変数に加える．

f.内蔵型冷凍冷蔵ショーケースは，別置型へと代替され，

出荷台数が1990年以降急減するため，別置型の出荷台

数を説明変数に加える．

g.冷水機は，出荷台数が1990年以降急減する．これは清

涼飲料水の出荷量の増加が要因と考えられ， ミネラル

ウォーターの出荷量を説明変数に加える．

ところで，輸送用冷凍冷蔵ユニット，コンデンシングユ

ニット，冷凍冷蔵ユニット，内蔵型および別置型冷凍冷蔵

ショーケースは，冷凍用と冷蔵用で使用冷媒および充填量

が異なる．そこで，その出荷比率を表5のように仮定し5l8l9l,

用途別の出荷台数を求める．

表 5 冷凍冷蔵用機器の用途別出荷比率

対象機器

翰送用冷凍冷蔵ユニット

コンデンシングユニット

冷凍冷蔵ユニット

内蔵型冷煉冷蔵ショーケース

別trt型冷凍冷蔵ショーケース

出荷台数比率（％

冷康用 ：冷蔵用＝40:60 

半密閉型：密閉型＝30:70

冷凍用 ：冷蔵用＝20:80 

冷凍用 ：冷蔵Ill=35:65 

冷凍ll ：冷蔵＝ 10:90 

3.4 短期・中期の経済成長率の設定

短期・中期の経済成長率を表 6のように仮定し16)17)，ま

た，長期経済成長率の予測は困難であるため， 2004年以降

は基準ケースとして 2％とする．

表6 経済成長率の設定

成；□％l| !：？ | 2げI？翌 12竺I2i~3 | 2門？争

3.5 冷媒の回収率の設定

冷媒の「回収率」を次のように定義する．

「回収率」＝「機器回収率」 x 「冷媒回収率」… (6)

ただし，右辺の各項を次のように定義する．

・「機器回収率」とは，廃棄された各機器に対して，冷媒

の回収が実施された割合を表す．

・「冷媒回収率」とは，各機器 1台当りの充填冷媒量から，

回収可能な冷媒量の割合を表す．

回収実施状況については，数件18)19) 20)の報告書が公表さ

れているが，これらのデータにはばらつきが見られる．こ

れは，データが抽出調査から拡大推計されているため，調

査対象の範囲によって違いが生じるからである．また，自

治体と業者のどちらを対象に調査しているかによる違いも

ある．そこで本研究では，より詳細にデータが報告されて
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いる文献191 を用いることにし，その機器回収率を表 7に示

す．ただし．表 7は1997年現在の回収率である．

表 7 1997年現在の各機種別および事業者別の機器回収率

機器の種類 回収ルート 機器回収率[%)
自治体 78 

家庭用冷蔵庫 家庭用電気機械器具小売業 8 
産業磨棄物処理業 35 
ディーラー 22 

カーエアコン 中古車小売業 18 
部分品小売業 11 
整備業 20 
解体業 ， 

業務用 管工事業 49 
冷凍空溝器 ピルメンテナンス業 92 

冷凍機・湿潤調竪装置裂造業 48 

注 l)数値は各回収ルートごとの各事業所での機器回収率を表している．
注2)ルームエアコンおよび自動販売機については，詳細なl国収実施のデータは公表

されていない．

また，冷媒回収率は「機器 1台から最低限可能な冷媒の

回収率」を表しているが，回収方法や回収機器の高性能化

および回収時間の延長などにより回収率を向上させること

が可能である．そこで本研究では，現在の回収技術をもと

に見積もられた値5)S't))2"を参考にして冷媒回収率を表 8の

ように仮定した．

表8 機器1台当りからの冷媒回収率

分頚 冷回収率
家庭用冷蔵庫 80 

カーエアコン 60 

ルームエアコン 60 

大型冷凍空調機器類 90 

コンデンシングユニット類 80 

一体型ショーケース類 60 

3.6 運搬および破壊処理方法の設定

アンケート調査より．フルオロカーポン類の回収所から

破壊処理施設への運搬方法およびその距離を表9に設定す

る．

表 9 運搬に関するデータ

i蒻万法 サイズ 主に20kgポンペ
手段 主に lOtトラック

フロンf1i絨iit[kg/台l 約5600krd台(20kgX約280本台）
迅搬距維 県内近郊 約 150km(l00-200km) 

（往復） 隅外遠方 約500km(200-800km) 

燃科 軽illl
エネルギーifi1t トラックの燃ft 3.5km/L 

卓伶i1!1のCO源単位 2644.26 g-CO/L 

ti:)飴 111のCO我困jl.位は・,1!'.JJ1I嗅研究所の報告，It21'の1ii.

また，各破壊処理施設によって破壊処理方法やそれに伴

うエネルギー消費量が異なるが，本研究ではロータリーキ

ルン法による処理方法を用いるとし，文献211およびアンケ

ート調査を参考に表10に設定する．ところで，破壊処理施

設では廃プラスチックや廃袖などの廃棄物に混合してフル

オロカーボン類が焼却分解され，このとき補助燃料として

A重袖が使用される．そこで本研究では，各フルオロカー

ボン類の結合281 を分解するのに十分な熱量が得られるよう

に，焼却分解する際のA重池の熱利用効率を70％と仮定し
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てA重袖の投入量を決定し，これより 各フルオロカーボン

1 kg当りを処理するときのエネルギー消費によるCO2排出

最を求める．

表10 破壊処理に関するデータ

破壊処理方法 ロータリーキルン法
1語フロンの1兎棄物への混合比 2% 

ilt1J 
約2kWh/kg

(I -3k Wh/kg) フロン 1kg当たりの 電）JのCO源単位 429g-C02/kWh エネルギー消1t址 燃料 主にA船 lh

A重J,tのco,原単位 290.0Sg-CO,/Mcal 

注1)電力のCO遁単位は1990年月 産業述関＆より”出された値
注2)A重址のCO2原単位は籠カヰ央研究所の報告1伊の値．

4. 分析結果

4.1 新規出荷台数の回帰分析の係数

回帰分析により求められた各係数¢値とその t値および

決定係数を表11に示す．

表11 回帰分析の各係i女とt値

対象機器 回帰分析の係数 (t値） 決定

A a 、3 係数

家庭用冷蔵崩 1.06(1.99) 0.14(9.03) 0.76 

乗用車nlエアコン 0.91(-2.59) 0.7 (13.34) 0.87 

小型ルームエアコン 0.73(-5.53) 2.5 (15.01) 0.93 

中・大型）レームエアコン 0.83(-2.65) 5.8 (26.61) 0.98 

パッケージエアコン 0.74(-0.97) -17. 7(-3.76) 8.74(1.43) 097 

遠心式冷凍機 1.17(1.46) -3. 0(-5.04) 1.27(3.01) 0.68 

チリングユニット 0.84(-3.80) -0. 2(-2.73) .o.21(-1.16) 0.76 

翰送用冷凍冷蔵ユニット 1.60(3.77) 3.69(9．81) 0.86 

コンデンシングユニット 0.99(-0.36) -0. 3(-5.19) 0.39(3.65) 0.6i 

冷凍冷蔵ユニット 1.08(1.11) 1絡(J.44) 0.78 

内蔵型冷凍冷蔵ショーケース 1.02(0.43) ー6.3(-2.78) 0.68(1.47) 0.86 

別爵型冷凍冷蔵ショーケース 0.92(-2.55) 4 3ヽ(9.24) 0.93 

業務用冷蔵眼 1.05(1.13) 9. 4(12.91) 0.97 

製氷機 1.01(0.42) 0. 9(11.00) 0.88 

冷水機 1.12(1.29) •5. 3(-2.06) -0.29(-1.43) 0.93 

自動販売機 1.75(5.48) 156(9.29） 0.77 

除湿機 1.02(0.22) 2.1'8(11.78) 0.90 

4.2 フルオロカーポン類の総廃棄量

対象機器中からのフルオロカーボ ／類の廃棄量を図 1に

示す．また，その廃棄によるオゾン）昌破壊への影響量を図

2に示す．さらに，地球温暖化への影響を表すCO2換算廃

棄量を図 3に示す．ただし，図 2I おいて「ODPトン」

とは， CFC-11のオゾン層破壊能力 1ち基準としたときの廃

棄量を表している．

図 1によれば，初期の冷媒からC廃棄量は減少するが，

代替後の冷媒からの廃棄量が増加しているため，全体とし

て廃棄量は増加の傾向にある．

しかし．オゾン層破壊への影響を 考えると，図 2より，

初期の冷媒の廃棄による影響は大きドヽが，代替後の冷媒に

よる影響は非常に小さいため，全体の影響羅は1997年をピ

ークに減少の傾向にある．よって，早期にフルオロカーボ

ン類の回収に取り組むことが，オソ ン層保護対策として非

常に有効である．

また，温暖化への影響を考えると， 図3より， 1997年を

ピークにCO2換算廃棄量は徐々に減少する．しかし， 1999
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年から2010年までの各年のCO2換算廃棄最を1990年のCO2

排出量と比較すると， 1999年では 7%, 2010年では 3％に

相当する． したがって，通常の温暖化抑制対策は長期的な

取り組みにより効果が得られるのに対して，フルオロカー

ポン類の回収は，短期・中期的に大きな効果が得られる優

先順位の高い温暖化抑制対策であるといえる．

ここで， 1999年から2010年までの総CO2換算廃棄量につ

いての各機器ごとの内訳を見ると，家庭用冷蔵庫が20%

（冷媒 7%，断熱材13%），カーエアコンが40% （乗用車

29%， トラック 11%），ルームエアコンが20% （小型14%,

中・大型 3%，パッケージ 3%），コンデンシングユニッ

トが10％と，これらの機器が対象機器からのCO2換算廃棄

量の90％を占めているため，これらから回収を実施するこ

回収実施率100％のケース

圃収制度の不備により各回収経路ごとに回収実施率が異

なることが，全体の回収量が増加しない要因となっている．

例えば，表7,表 8を用いて評価対象機器からの回収量を

計算すると， 1997年では1990年のCO2排出量の6.5％に相当

する量が大気放出されている．

そこで，各経路において100％回収実施をおこなった場

合のCO2換算搬を表12に示す．ただし，表 9' 表10を用い

て，回収・運搬および破壊処理のエネルギー消費等による

CO2排出量を考慮する．

機器の分類 回収祉 回収祉 回収時の漏れによる
（破壊処理前） （破壊処理後） 大気放出批
[10't-CO,eq] [106t-C02] [10吐CO,eal

カーエアコン 167.53 0.1399 lll.69 
冷蔵崩（冷媒） 37.03 0.0205 9.26 
冷蔵（断熱材） 69.76 0.0736 17.44 
ルームエアコン 79.94 0.1601 53.30 
大閉冷凍空調機器類 13.91 0.0213 1.55 
コンデンシングユニット頻 62.92 0.0660 15.73 
一体朋ショーケース頬 22.11 0.0306 14.i4 
自動I!/i.ii炭 2.97 0.0034 1.98 
除湿機 0.89 0.0013 0.59 

合，il• 457.07 0.5167 226.28 

表12によれば，回収・運搬およぴ破壊処理によるCO2排

出斌の影響は非常に小さいため， 100％回収実施の後に適

切な処理をおこなえば， 1999年から2010年までの各年の

co換算回収量は， 1990年のCO2排出量の 2~5％に相当

する．ただし，回収時の漏れによる大気放出量も無視でき

ないため，今後は回収実施率の向上だけでなく，回収時の

漏れを低減させるように努めていくことが温暖化抑制対策

として重要となる．

5. 

本研究ではフルオロカーボン類による温暖化への影響度

に注目し，フルオロカーボン類を冷媒として使用している

機器について，それらの廃棄による温暖化への影響の分析

をおこなった．結果を次にまとめる．

(1) 評価対象機器中の冷媒の1999年から2010年までの各年

のco浪算廃棄羅を1990年のCO2排出擢と比較すると，

1999年では 7%, 2010年では 3％に相当する．

カーエアコン，冷蔵庫，ルームエアコン，コンデンシ

ングユニットからの廃棄の影響が大きく，評価対象機器か

らのCO換算廃棄量の90％を占める．

(3) 回収・運搬および破壊処理のエネルギー消費等による

CO2排出量を考慮しても， 100％の回収実施をおこなえば，

1999年から2010年までの各年のCO2換算回収量は， 1990年

のco排出量の 2~5％に相当する．

今後は，早急に回収率を向上させることが求められ，

(2) 

表12 匝収実施率100％の場合のCO2換算量

注）ただし， 1999年から2010年までの累，i11れを示している．

おわりに

そ
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のためには回収制度を整備し，回収機器の高性能化により

回収時の漏洩を防止することが，温暖化抑制対策として重

要な課題となる．

最後に，温暖化抑制のためには，他の先進国および途上国

におけるフルオロカーボン類の回収も不可欠であるため，

生産量の抑制だけでなく，廃棄時に回収を実施することに

対する国際的な対応が望まれる．
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